ハンドウタイ サンギョウ ニオケル ビジネス モデル ケンキュウ タイワン ファンドリー センギョウ キギョウ オ チュウシン ニ by 莊, 苑仙
氏     名 莊   苑 仙 
学 位 の 種 類  博   士（商  学） 
学 位 記 番 号  第4612号 
学位授与年月日  平成17年３月24日 
学位授与の要件  学位規則第４条第１項該当者 
学 位 論 文 名  半導体産業におけるビジネスモデル研究 
― 台湾ファンドリー 専業企業を中心に ― 
論文審査委員  主 査 教 授 石 原 武 政   副主査 教 授 畑   明 郎 
         副主査 助教授 小 林   哲 
 
論 文 内 容 の 要 旨 
１．問題の所在と分析の視点 
世界半導体市場における熾烈な競争の中で、台湾半導体産業は、1990年代後半に注目を集めるようになった。
なぜなら、台湾には独立した各工程の専業企業が数多く存在し、ネットワーク型産業が形成され、また、台湾
の分業体制の中心であるファンドリー生産が急成長を遂げたからである。 
 ファンドリ一生産の成長につれ、世界の半導体産業の分業化が一層推し進められるという見方がある。ファ
ンドリー生産は、産業構造を変化させる革新的なビジネスモデルとみなされるため、世界市場における競争の
あり方を究明するのに、ファンドリー生産を考察することは有効なアプローチだと考えられる。 
 本論文は、台湾ファンドリー専業企業を主たる研究対象とし、垂直統合型である日本企業との比較を交えて
ビジネスモデルという視点から半導体産業を分析し、今後の半導体産業の産業構造と組織のあり方を試論して
いる。 
 
２．顧客増殖型工程分業システム 
ファンドリー生産は製造段階（前工程）の専業受託生産である。その存在は、顧客である設計専業企業を増
加させる能力があるため、本論文では、ファンドリー生産を中心とする分業システムを「顧客増殖型工程分業
システム」と呼ぶ。第1章では、「台湾半導体産業の特徴と世界における位置付け」と題して、ファンドリー生
産の分析の重要性を示した。第２章では、「ファンドリー生産の形成過程」を考察した。設計企業とその委託先
である垂直統合型企業に競合関係が存在するため、中立性のある受託生産の存在が求められた。それはファン
ドリー生産の存立根拠である。ファンドリー生産の核心となる概念は中立性である。第３章では、「ファンドリ
一生産の形成における台湾政府の役割」を考察した。台湾政府の役割は、ファンドリー企業の創出のみならず、
その顧客である設計企業の育成にも貢献している。しかし、ファンドリー生産の形成は企業間競争の結果だと
考えられる。第４章では、「ファンドリー専業企業による価値創出の仕組み」を究明した。ファンドリー専業企
業は、情報技術とアライアンスを活用するバーチャル組織であり、顧客に規模の経済、範囲の経済、速度の経
済、集中化と外部化の経済を提供している。しかし、自社の競争優位を決めるのは、多数の取引先を引き付け
る能力、すなわち範囲の経済を発揮することである。 
 
３．需要創出型生販統合システム 
第５章では、「半導体産業における日本型ビジネスモデルの解明」を課題とした。部品部門の半導体事業（供
給側）から最終製品部門（需要側）まで垂直統合している日本型モデルは、完全なクローズド・システムでは
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なく、社内のシナジー効果を創出しながらも市場メカニズムを社内に導入していたのである。1990年代の低迷
は市場メカニズムの無効による失敗であり、市場メカニズムを再度作動させれば、最終製品市場とのつながり
による競争優位を取り戻す可能性が秘められているため、日本型モデルを「需要創出型生販統合システム」と
呼ぶ。 
 
４．範囲の経済を求める半導体産業の行方 
「顧客増殖型工程分業システム」は生産工程に市場メカニズムを導入するシステムであり、「需要創出型生販
統合システム」は部品の半導体部門だけではなく、最終製品市場までつながりを持つシステムである。システ
ムの性格が異なっても、市場メカニズムの導入が必要である。ファンドリー生産はオープンなシステムづくり
の成功例であり、今後半導体産業において市場メカニズムの導入によるオープンなシステムの構築が重要であ
ることは、本研究から導かれるインプリケーシヨンの１つである。 
 半導体市場の需要が、多品種少量生産を要求するため、「範囲の経済」の発揮が半導体事業の勝負の決め手と
なる。したがって、同時に多数の取引先を引き付けるための顧客インタフェイス管理が今後の半導体産業に重
要であることは本研究のもう１つのインプリケーシヨンである。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
本論文は、半導体産業をビジネスモデルの視点から捉えることで、1990年代に著しい成長をとげたファンド
リー専業企業を中核とする台湾半導体産業の特性を明らかにしようとしたものである。 
 まず第１章で、半導体産業を考察する上で必要な製品分類や生産工程などの分析視角を提示するとともに、
半導体主要生産国である米国、日本、韓国を歴史的に考察しながら、1990年代に大きな成長をとげた台湾半導
体産業について概観する。また、台湾半導体産業の考察を通して、本論文の主要分析対象となるファンドリー
専業企業がその中核に位置づけられることを明らかにする。 
 第２章では、ファンドリー専業企業の先導的企業であるＴＳＭＣ社に焦点をあて、台湾におけるファンドリ
ー専業企業の形成過程を明らかにする。ここで、製造段階の前工程であるウェハ処理に特化した企業として誕
生したファンドリー専業企業が、産業内での競争を通し、バーチャル・ファブを鍵コンセプトとする半導体の
トータル・サービス業へ変化していく様が描かれる。ファンドリー専業企業が時代の要請に応えてそのコンセ
プトを大きく変化させてきたこと、さらに、その変化に産業内の企業間競争が大きく寄与しているという指摘
は、従来のファンドリー専業企業研究にない本論文独自の分析であり、評価できる点だと言える。 
 第３章では、視点を変えファンドリー専業企業の発展を支えてきた台湾政府の役割について考察する。ここ
で留意すべきことは企業と政府との関係である。政府機関からスピンアウトしたＴＳＭＣ社は、設立当初、政
府の影響を大きく受けるが、次第にそのコントロールを離れ、独自の戦略に従い行動するようになる。一方、
政府はそれを後方で支援する立場となり、「触媒型」と呼ばれる政府の役割が、ファンドリー専業企業を含め半
導体企業ととの関係を通して詳細に語られる。 
 第４章では、第２章で示したバーチャル・ファブという独自のコンセプトを有するファンドリー専業企業が、
なぜ競争の激しい半導体市場において高成長・高収益を実現しているのか、その価値創造の仕組みについて考
察する。そして、①製造段階における「規模の経済」の発揮、②ＩＰの重複利用とライブラリによる「範囲の
経済」の達成、③共通の設計ルールと試作サービスによる「速度の経済」の提供、④バーチャル組織による「集
中化と外部化の経済」の享受、と言うファンドリー専業企業のビジネスモデルが有する４つの価値創出の源泉
を明らかにする。 
 そして、第５章で、台湾半導体産業とある意味で対極に位置する日本半導体産業のビジネスモデルを考察し、
第６章において、日本型モデルを需要創出型製販統合システム、台湾型モデルを顧客増殖型分業システムと位
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置づけ、ビジネスモデルの概念を、ファンドリー専業企業を含む台湾半導体産業全体に拡張するとともに、顧
客増殖型分業システムを円滑に運営する上で、顧客インタフェイスの管理が重要になると主張する。 
 本論文は、台湾半導体産業のビジネスモデルの比較対象が日本に限定されている点や、一部、概念規定の明
確さや論理展開の精緻さを欠くといった課題が指摘されるものの、世界的に注目されている台湾半導体産業お
よびその中核を担うファンドリー専業企業に関して、そのダイナミズムや価値の創出メカニズムを明らかにし、
個別企業を超えた産業レベルでのビジネスモデルの提示を試みたことは大きく評価できる。 
 以上の点を評価し、審査委員会は全員一致で、本論文が博士（商学）に値するものと判断した。 
